
宮崎県監査委員

令和５年１月５日に提出した監査の
結果に基づき、又は当該監査の結果を
参考として講じた措置の状況について

令和５年３月





財政援助団体等を対象とした監査

財政援助団体等（補助団体、出資団体、公の施設指定管理者）３１団体について、
令和４年１０月２０日から令和４年１２月８日までの間に、監査を実施した。
その結果、８団体の１１件について、該当団体及び県の所管課等に対し、改善の措置

を講じるよう文書で通知を行った。
該当機関（県の所管課等）からの講じた措置の報告については、次のとおりである。

区分 １月５日監査結果 講じた措置報告
指摘事項 ５ ５
注意事項 １ １
意 見 ５ ５
計 １１ １１

【補助団体】

監査対象機関 監査の結果 講じた措置
(県の所管課)

学校法人豊栄 【注意事項】 令和３年度の補助金について、聞き
学園 宮崎県私立高等学校等授業 取りを行い減免相当分の返金又は学校
(みやざき文 料減免補助金について、授業 納入金との相殺手続を行ったことを確
化振興課) 料減免に関する取扱規程に基 認した。

づく減免申請手続を経ずに、 今後は、授業料減免に関する取扱規
減免対象者の決定を行ってい 程に基づく適正な事務処理を行うよう
た。 指導した。
また、補助金受入後に速や

かに実施すべき減免相当分の
返金又は学校納入金との相殺
手続を行っていなかった。

【意見】 県では、学校教育において私立学校
生徒の定員充足率の向上や が果たす役割を踏まえ、教育条件の維

教職員の働きやすい職場環境 持及び向上並びに修学上の経済的負担
づくりの推進等が課題になっ の軽減を図るとともに経営の健全性を
ていることから、県補助金の 高め、私立学校の健全な発達に資する
目的に沿って、建学の精神等 ことを目的として補助を行うなど、私
を踏まえた教育の振興と経営 立学校の振興を図っている。
の安定に一層努められたい。 私立学校においては、今後とも経営

基盤の維持・強化を進め、個性的で魅
力あふれる学校づくりを進めることが
期待される。

宮崎県中学校 【指摘事項】 宮崎県中学校体育連盟に対し、今
体育連盟 国体選手強化事業補助金に 回、指摘の対象となった競技専門部の
(スポーツ振 ついて、県への実績報告に際 ほか、全ての競技専門部に、各種補助
興課) して、補助対象経費の算定を 金の事務処理について十分に留意する

誤っていたため、正当な額以 よう周知徹底を図らせた。
上の補助金を受け取ってい また、宮崎県中学校体育連盟におい
た。 ても、各競技専門部から提出された実

績報告を十分に確認するよう指導し
た。
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【出資団体】

監査対象機関
監査の結果 講じた措置

(県の所管課)

公立大学法人 【意見】 大学では、県内就職率向上に向け、
宮崎県立看護 卒業生の県内就職率につい 県内医療機関合同就職説明会や県内に
大学 ては、「公立大学法人宮崎県 就職した卒業生を招いての実践発表を
(医療政策課) 立看護大学中期目標」に定め はじめ、県内医療機関の魅力や現状等

る５０％以上の目標を令和２ を知ってもらうための様々な取組に加
年度から２年連続で達成され え、低学年時から県内定着への意識づ
ているが、本県における看護 けを図るため、１、２年生向けの就職
の現場を支える人材の確保と ガイダンスなどを実施している。
資質の向上が依然として課題 また、県内高校生を対象とした模擬
となっている。 授業及び高校訪問等の入試広報に積極
このため、県内高校からの 的に取り組むとともに、これまで、推

入学者増加や卒業生の県内定 薦入試における募集定員増員や県内へ
着に向けて、引き続き効果的 の就職意欲を出願資格に明記する等入
な取組の実施に努められた 学者選抜方法の見直しを随時行ってい
い。 る。

県では、引き続き、関係機関と連携
してこれらの取組を支援し、県内就職
率の向上に取り組んでいく。

宮崎県道路公 【意見】 一ツ葉有料道路における道路料金収
社 一ツ葉有料道路について 入については、コロナ禍による外出自
(道路建設課) は、橋梁の耐震対策等の取組 粛等の影響を受け、令和２年度、令和

は概ね計画的に進んでいる ３年度ともに目標値を下回る状況であ
が、令和２年度以降、道路料 ったが、行動制限の緩和等により徐々
金収入が目標値を下回る状況 に交通量が回復してきており、令和４
が続いている。 年度は目標値を上回る状況で推移して
また、令和元年１０月に国 いる。

の許可を受け延長した有料期 県道路公社では、道路植栽管理の適
間が令和１２年２月２８日ま 正化などのコスト縮減に向けた取組や
でとなっていることから、今 回数券販売委託先の新規開拓などの利
後も引き続きコスト縮減や利 用促進に向けた取組を継続的に実施し
用促進策の推進に努められた ており、引き続き、県もこれらの取組
い。 を支援していく。
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監査対象機関
監査の結果 講じた措置

(県の所管課)

一般社団法人 【指摘事項】 適切な事務処理が行えるように工事
宮崎県家畜改 工事請負契約について、工 発注規程の一部改定を行い、工事契約
良事業団 事発注規程に基づく工事契約 保証を付する条件を整備するよう指導
(畜産振興課) 保証が付されていなかった。 した。

【指摘事項】 固定資産の取得について、入札手続
備品の購入について、入札 や契約書の作成に関する具体的な事務

手続や契約書の作成に関する 処理の方法を補完するための内部規程
規定など事務処理に必要な規 を整備するよう指導した。
程が整備されていなかった。

【意見】 会計事務の適正化を図るために、県
従前から会計事務の誤り等 財務規則や諸手当認定事務要領に準じ

が散見されており、また、令 て事業団の内部規程を見直すように指
和４年度には、ワクチン未接 導した。また、内部牽制機能の強化を
種により県有種雄牛の全国和 図るために種雄牛管理や凍結精液の製
牛能力共進会の出品取りやめ 造と配布などを含めた事業管理を見直
を招く事態が発生している。 し、上司役員が定期的に事業の進捗状
このため、今後、再発防止に 況等を確認する仕組みを再構築するよ
向け、誤り等の発生原因をし うに指導した。
っかりと把握するとともに、 経営面では、令和４年度から産肉能
職員の意識改革や内部牽制機 力検定が終了していない若齢種雄牛の
能の強化、組織内の情報共有 凍結精液販売単価を産肉能力検定済み
・連携の徹底など業務の適正 種雄牛と同一の2,000円に単価改定を
かつ的確な執行を行うための 行った（1,000円から2,000円に改定）
体制強化を図られたい。 ことにより、経営の安定化を図るとと
また、令和３年度決算にお もに、将来に向けた円滑な種雄牛造成

いては、前年度に比べ、当期 事業の実施と計画的な施設整備・修繕
純利益が大きく落ち込んでい ・更新などに取り組むよう指導した。
ることから、事業の安定的な
運営がなされるよう、引き続
き、県内の凍結精液需給動向
等に留意しながら、種雄牛飼
養頭数の適正管理や施設整備
・備品の計画的な修繕更新等
の推進に努められたい。
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【公の施設指定管理者】

監査対象機関
監査の結果 講じた措置

(県の所管課)

株式会社ケイ 【指摘事項】 管理運営業務の一部を第三者に委託
メイ 県営国民宿舎高千穂荘の管 する際には、基本協定に基づき県の承
(観光推進課) 理運営について、管理業務の 認を受けるよう指導した。

一部を第三者に委託する際 今後は、指定管理者との連携を密に
に、基本協定に基づき必要な し必要な指導や助言を行うとともに、
県の承認を受けていなかっ 組織内でのチェック体制の強化を図
た。 り、適正な事務処理と再発防止に努め

る。

株式会社レジ 【指摘事項】 管理運営業務の一部を第三者に委託
ャークリエイ 県営国民宿舎えびの高原荘 する際には、基本協定に基づき県の承
トホールディ 及び県営えびの高原スポーツ 認を受けるよう指導した。
ングス レクリエーション施設の管理 今後は、指定管理者との連携を密に
(観光推進課) 運営について、管理業務の一 し必要な指導や助言を行うとともに、

部を第三者に委託する際に、 組織内でのチェック体制の強化を図
基本協定に基づき必要な県の り、適正な事務処理と再発防止に努め
承認を受けていなかった。 る。

学校法人宮崎 【意見】 ここ数年は、新型コロナの感染防止
総合学院 建設技術センターにおける 対策として、施設の利用制限などの措
(管理課) 利用者が少ない研修生宿舎及 置を行ったため、利用者が減少してい

び建設資料館について、施設 るところである。
の設置目的に沿った利活用促 新型コロナ収束後には、研修生宿舎
進策を検討するなど有効活用 の利用再開など、本来の利便機能を回
に努められたい。 復させるとともに、施設の有効な活用

方策等について検討していく。
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